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本日の発表内容

1. エネルギー対策を担う執行体制

2. ゼロエミッション東京戦略・ＨＴＴの取組
2050年CO2排出実質ゼロの実現に向けて

3. 再生可能エネルギー利用拡大施策
(1)「ゼロエミッション事業所」の実現に向けて

(2)「ゼロエミッション住宅」の実現に向けて

(3)地中熱利用の普及促進に向けて



エネルギー対策を担う執行体制

 2022.7

産業政策と気候変動対策を支える執行体制を強化

 産業政策としてのエネルギー施策を進めるため、産業労働局に、新たに「産業・エネ

ルギー政策部」を設置

 都民の行動変容を促す取組等を強化するため、環境局に、「気候変動対策部」を

設置
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役割 設置組織 主な機能

産業政策
産業労働局
産業・エネルギー政策部

国・大企業との連携
事業者向けエネルギー施策

気候変動対策
環境局
気候変動対策部

家庭向けエネルギー施策
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ゼロエミッション東京戦略の策定

 2019.5 「2050年 ゼロエミッション東京の実現」 を発表

 2019.12 「ゼロエミッション東京戦略」を策定

 2050年に向けたビジョンと具体的な取組、ロードマップを明示

 資源循環分野を本格的に気候変動対策に位置付け、

都外のＣＯ2削減にも貢献

 省エネ・再エネの拡大策に加え、プラスチックなどの資源循環分野や

自動車環境対策など、あらゆる分野の取組を強化

 気候変動を食い止める「緩和策」と、既に起こり始めている影響に

備える「適応策」を総合的に展開
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ゼロエミッション東京戦略の体系
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戦略のアップデート

 2021.3

「ゼロエミッション東京戦略2020 Update & Report」を策定

２０３０・カーボンハーフスタイル（再エネ）

 民間ビジネス等とも連携した都内での太陽光発電設置や自家消費

が拡大

 都外再エネ設備からの電力利用や脱炭素熱利用も含め、再エネ利

用を前提とした都市づくり

 2030年までに温室効果ガス排出量を半減する「カーボンハーフ」を表明

 新たに2030年に向けた社会変革のビジョン「カーボンハーフスタイル」
を提起

 “今こそ、行動を加速する時：TIME TO ACT”
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●業務部門
⇒ゼロエミッション事業所

●家庭部門
⇒ゼロエミッション住宅

●都施設の率先行動

●燃料種別温室効果ガス排出量
電力66.7%
都市ガス15.4%
燃料油16.5%
LPG1.3%

●部門別の温室効果ガス排出量

●「建物」由来の排出量：約7割
(産業部門（一部）、業務・家庭部門)

施策の方向性

8
＊再エネは「電力」から（設備設置・電力購入）

政策１ 再生可能エネルギーの基幹エネルギー化
政策３ ゼロエミッションビルの拡大

出典：ゼロエミッション東京戦略2020 Update&Report



政策１ 再生可能エネルギーの基幹エネルギー化

2030年に向けた主要目標
－2050年の目指すべき姿－

使用エネルギーが 100%脱炭素化

 都有施設使用電力

再エネ 100％化

 太陽光発電設備

導入量 200万kW

 再エネ電力

利用割合 50％程度
（2026年 30%程度）

 エネルギー消費量

50％削減 (2000年比)

施策の方向性

 再エネの大量導入時代を見据え、系統負荷軽減

や地域防災力の向上等にも資する自家消費型の

再エネ設備の普及を拡大

 需要地から離れた場所（オフサイト）から、再エネ

電源を調達する取組を促進

 低価格で再エネ電力を購入できる「みい電」キャ

ンペーンを全国展開も視野に継続

 都内等で発電された再エネ電力を都有施設で活

用する「とちょう電力プラン」の対象拡大

2030年

2020年

Ⅰ エネルギーセクター
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－2050年の目指すべき姿－

都内の全ての建物がゼロエミッションビルに

 温室効果ガス排出量

50％削減 (2000年比)

 エネルギー消費量

50％削減 (2000年比)

 再エネ電力

利用割合 50％程度
（2026年 30%程度）

2030年

2020年

政策３ ゼロエミッションビルの拡大
Ⅱ 都市インフラセクター【建築物編】

2030年に向けた主要目標

施策の方向性

 「建築物環境計画書制度」や「キャップ＆トレー

ド制度」をはじめとする各種制度の強化・拡充

 これまで制度的枠組みが無かった中小規模の住

宅等の新築建物について、太陽光発電設備の

設置等を義務付ける新制度を創設

 「東京ゼロエミ住宅」の更なる促進と継続的な

基準の見直しや既存住宅における断熱改修の

促進と太陽光発電設備等の普及拡大
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「ＨＴＴ（電力をⒽ減らす Ⓣ創る Ⓣ蓄める）の取組」として強力に推進

足元の危機への対応と、脱炭素化（ゼロエミッション東京実現）に向けた取組が必要

 国のエネルギー対策の進展により、電力予備率は改善が見込まれるものの、経済社会
構造の変化や異常気象等、依然として電力需給ひっ迫リスクが存在

 海外にエネルギー供給を依存する構造的な問題を解決するためには、新たなエネルギー
や再生可能エネルギーの導入加速が急務

 物価・電気料金の上昇、円安の継続により、都民の生活、企業の経済活動に影響

〔TVCM〕

〔ポスター〕

■ 2022年 ウクライナ情勢を発端とした課題

ＨＴＴの取組
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(1) 「ゼロエミッション事業所」実現に向けた再エネ施策

都内に地産地消型再生可能エネルギー発電等設備・
熱利用設備を設置する事業者・都内区市町村に対し、
経費の一部を助成

令和４年度申請期間：令和５年３月31日まで

都内事業所等

電気・熱

助成対象設備

区分 助成率 上限額

再エネ発電設備・熱利用設備 蓄電池

中小企業等 ２/３以内 ３/４以内 1億円

その他 １/２以内 １/２以内 7,500万円

助成率

■令和4年度予算規模：約30億円（当初予算約12億円、補正予算約18億円）
■申請期間：令和２年度から令和５年度まで

地産増強 都内設置 検索

■地産地消型再エネ増強プロジェクト(都内設置)
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(1) 「ゼロエミッション事業所」実現に向けた再エネ施策

対象設備

対象経費

■地産地消型再エネ増強プロジェクト(都内設置)
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(1) 「ゼロエミッション事業所」実現に向けた再エネ施策
令和4年度拡充内容

詳細は・・・ 地産増強 都内設置 検索

■地産地消型再エネ増強プロジェクト(都内設置)

■国・他自治体補助金併用時の助成額拡充

■都内区市町村の助成率拡充
R３年度：「東京都区市町村との連携による地域環境力活性化事業」

区市町村公共施設等への再エネ設備導入 助成率１／２

R４年度：「地産地消型再エネ増強プロジェクト」に移管
助成率２／３に拡充

R４年度：

（例）中小企業が国・他自治体補助金と都助成金（地産地消型再エネ増強
プロジェクト）を併用して再エネ設備を導入する場合

助成対象経費1000万円

国・他自治体補助金
500万円

都助成金
166万円

自己負担
334万円

国・他自治体補助金
500万円

都助成金
333万円

自己負担
167万円

R３年度： （助成対象経費×都助成率2/3）ー国・他自治体補助金

（助成対象経費ー国・他自治体補助金）×都助成率2/3



■災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業
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申請受付期間：令和４年６月22日～令和７年３月31日

ＨＰ(熱利用機器) https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/effective_utilization

(2) 「ゼロエミッション住宅」実現に向けた再エネ施策

■予算規模：約409億円 ※事業全体・令和４年度予算

令和５年度も、事業実施予定

補助対象 地中熱利用機器の設置・更新に要する機器費及び工事費

補助対象者 助成対象者の所有者、集合住宅の管理組合 等

補助率
設置 ５分の３（上限１８０万円）

更新 ２分の１（上限２７．５万円）

補助要件

設置
・クローズドループ型のもの
・暖房時ＣＯＰ３．７以上 等

更新

・地中に埋設された地中熱交換機を除く機器（ヒート
ポンプ等）
・既に所有する地中熱利用システムを継続して利用す
るために更新するものであること 等

補助対象設備

高断熱窓

高断熱ドア

蓄電池

Ｖ２Ｈ

太陽熱利用機器

補助熱源機（更新）

地中熱利用機器

ヒートポンプエアコン（更新）

太陽光発電設備

パワーコンディショナ（更新）

省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡
大を促進するため、都内既存住宅において、熱の出入りが大きい窓、玄関ドア
の断熱改修や、都内住宅への再生可能エネルギー由来の熱利用機器の導入
等に対して費用の一部を助成 ＜災害にも強く健康にも資する断熱・

太陽光住宅普及拡大事業 事業全体＞
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(3) 地中熱利用の普及促進に向けた施策

■東京地中熱ポテンシャルマップ

平成27年度から、地中熱のさらなる導入拡大を図るため、地中熱
利用の導入検討時の参考としていただくよう公開

地図上に採熱可能量を
メッシュ状に色分け

地中熱のポテンシャルを
一目で確認

[HP] https://www3.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/検索東京地中熱ポテンシャルマップ
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各助成事業申請のご相談・受付窓口

クール・ネット東京（東京都地球温暖化防止活動推進センター）

新宿区西新宿2-4-1 新宿NSビル10階
■地産地消型再エネ増強プロジェクト
TEL：03(5990)5067
URL:https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan-zokyo

■災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業
TEL：03(5990)5086
URL:https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/effective_utilization

問合せ先



ゼロエミッション東京の実現に向けて

ゼロエミッション東京の実現という野心的な目標は、東京都の

行政の力だけで達成することはできません。

エリアで言えば首都圏や日本全体、ひいては地球規模での

取組が必要であり、活動主体で言えば都民や企業、団体など、

あらゆる主体の参画が不可欠です。

皆様と一緒に気候危機に立ち向かう行動を進めていきたいと

考えておりますので、ご理解・ご協力をお願いいたします。

ゼロエミッション東京戦略 本文はこちら

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/

zeroemission_tokyo/index.html 19


